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同一地区勤続年数原則14年について
★『同一地区勤続年数14年』について、各分会で話し合って個人での報告を求めます。★
　昨年の第12回評議員会で浦添分会より、都市地区間における14年での異動は、通勤時間、距離の増大による職員への負担と、通勤手当の増額による県財政への負担増が考えられる。特に中部地区については考えて欲しい。と問題提起されました。
9月、人事課にこの件を伝えると、確かにデメリットはあるかも知れないが、同一地区勤務による、慣れ、マンネリ化の防止等メリットが大きいと考えるので、今現在、要領を変更する考えは無い。ただ、デメリットが大きく認識されれば変更も考えられる。と話し合いました。高教組においても第1回人闘委で、メリット、デメリット両方の意見がありました。
今後、『同一地区勤続年数14年』をどのように考えるべきか意見をください。
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●県立学校教職員人事異動実施要領（沖縄県教育委員会）によると
	分会名：
	
	報告者名：
	


【報告】
Ⅰ．『同一地区勤続年数14年』のメリットは
	


Ⅱ．『同一地区勤続年数14年』のデメリットは
	


Ⅲ．『同一地区勤続年数14年』の実施要領の変更は必要ですか　（該当する記号に○印を）
　　　ア．ある　　　イ．ない　　　ウ．分からない　　　エ．その他（　　　　　　　）
三　転任


3　教諭・養護教諭・事務職員（事務長を除く）


(4)　同一地区内における勤続年数は原則として１４年とする。


ただし、離島地区又は北部地区に根拠を有する者については


弾力的に行うものとする。








